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PBR改善計画の進捗状況
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現状分析・課題・解決策
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各種施策実行による株主資本コストを上回るROE目標の達成、IR活動の更なる強化、
次期中期経営計画/成長戦略の策定・実行により、PBRの改善を図る

PBR 1倍割れが継続

2023年2月期 0.45倍
2024年2月期 0.72倍

解決策

ROEは改善傾向も
株主資本コストを下回る水準

2023年2月期 6.1%
2024年2月期 7.2%

PER
の向上

ROE
の改善

PBR
の改善

株主資本コストを上回るROE目標
を達成する為の施策実行

IR活動の更なる強化×

＝

次期中期経営計画/成長戦略
の策定・実行

理論 具体的施策

現状分析1と課題

1. 全て連結実績
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ROEの改善
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Return

の増加

Equity

のコントロール

7つの基幹ブランドを擁する
強固なポートフォリオをベースとした
成長戦略の実行

基幹ブランドそれぞれの売上高100億円体制の
早期構築

チャレンジ領域ブランドの今中計期間中の
収支均衡確保

再生プランで実行した構造改革施策
継続によるKPI改善
（オーガニックグロース）

新たな権利取得、海外事業展開、
セグメント拡大、M&A等の継続検討

配当水準の段階的向上

2023/2月期：DOE 2%
実績@55円配当、総額6.4億円

2024/2月期：DOE 3%
実績@88円配当、総額10.2億円

2025/2月期方針：DOE 4%
予想@125円配当

業績進捗に応じた
更なる株主還元強化の検討

中期経営計画に則った各施策実行によるReturnの増加、Equityのコントロールにより
ROEは2025年2月期に7.5%、中期的な目標として早期に10%達成を目指す

取得株式総数101万株（8.6%1）、取得
価格総額30億円を上限とする自己株式取得
の実施を本日発表

1. 発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合
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2025年2月期のKPI
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ROE 7.5%

営業利益 33億円
営業利益率 5.3%

DOE 4%

2025/2月期
のKPI

ROE目標7.5%は株主資本コストを上回る水準には依然届かないものの
着実なReturn増加と適切なEquityコントロールを通じ、早期の10%達成を目指す
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ネットキャッシュ・アロケーション

当社固有の事情として、2022年2月期までの6期連続営業赤字から現中期経営計画により
安定基調に乗せることを最優先。PBR改善計画は次期中期経営計画期間も踏襲し、成長
投資と魅力ある還元で資本効率を向上させ、適切なネットキャッシュ1水準へ是正

(単位:億円)
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194

2024/2期末
現預金

54-60

営業CF

22-95

成長投資3

5-7

社員還元

24-54

株主還元

130-
135

2026/2期末
現預金

手元
必要資金2

1. 長短借入金等を除くネットキャッシュ 2. 事業/投資環境及び必要な手元流動性を鑑み適切に設定 3. 検討中の新たな権利取得、海外事業展開、セグメント拡大、M&A等を含む

次期中期経営計画（策定中）中期経営計画

継続強化

案件次第につき
未使用分は持ち越し
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その他のPBR改善策
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積極的なIR/SR活動の実施

2024/3にIRサイトを含むコーポレートサイト
を大規模改修済み
• 株主/投資家に向けた開示を拡充
• 英文開示を強化

IR/SR活動の社内フィードバック強化による
投資家期待値ギャップの解消

IR/SR活動
の更なる強化

2022/3にIR/SR活動を担う専任部署としてIR部（現IR・広報戦略部）を
新設

事業成長に加え、IR/SR活動を更に強化することによりPBRの改善を促進

IR/SR活動
の基盤整備

市場との対話
の推進

サステナビリティに関する情報発信の強化
• 上記コーポレートサイト改修により大幅改善

「株主との対話の進捗状況」の開示

改修後の現コーポレートサイト
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